
や、免責不許可事由の存在が明らかで裁量免責
についての破産管財人の意見が必要な場合、費
用を捻出できる財産がある場合などには、破産
管財人が選任されることがあります。
　換価すべき財産がなく、そのほかにも管財人
を選任する必要がない場合には、破産手続開始
決定と同時に、破産手続は終了します。これを同
時廃止手続といいます。
５.  免責不許可事由
　破産法は、免責を不許可にできる場合を定め
ており、「免責不許可事由」といいます。これに
は、次のものがあります。
①債権者を害する目的で、財産を隠したり、壊し
たり、債権者に不利益に処分した場合
②浪費やギャンブル等の射倖行為によって、著
しく財産を減少させ、または過大な債務を負
担した場合
③クレジットカードで一定の商品を購入し、そ
の商品をすぐに非常に安い価格で業者などに
転売したり、質入れして現金を取得したよう
な場合
④既に支払不能の状態であるにもかかわらず、
そうでないかのように債権者を信用させて、
さらに金銭を借り入れたような場合
⑤偽りの事実を記載した債権者名簿を裁判所に
提出したり、裁判所が行う調査において、説明
を拒み、または偽りの説明をしたような場合
⑥免責許可申立前７年以内に、免責許可決定を
受けてそれが確定していた場合など
⑦破産法の定める破産者の義務に違反した場合
　免責不許可事由がない場合には、裁判官は免
責許可決定をしなければなりません。
　これに対して、免責不許可事由がある場合に
は、裁判官は免責不許可決定をすることができ
ますが、さまざまな事情を考慮して、裁量で免責
許可決定をすることもできます（裁量免責）。実
際にも、免責不許可事由がある多くのケースで、
手続に誠実に協力していること、既に堅実な経

済生活を営んでいることなどを考慮して、裁量
による免責決定がなされています。ただし、嘘を
つくと厳しい判断を受けるため、正直に申告し、
手続を進めることが大切です。
６.  非免責債権
　免責許可決定を受けても、免責の効果が及ば
ない債権のことを「非免責債権」といいます。こ
れには次のものがあります。
①租税・罰金等
②破産者が悪意（単なる故意ではなく、積極的な
害意）をもって加えた不法行為に基づく損害
賠償請求権
③破産者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④破産者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　破産手続開始前に調停調書・公正証書・契約書
などに基づいて発生している請求権で、その支
払が滞っているものをいいます。
⑤一定の範囲の雇人の給料請求権
⑥破産者が知っていて債権者名簿に記載しな
かった請求権
　ただし、債権者が破産手続の開始を知ってい
た場合を除きます。
７.  破産に伴う不利益
（１）公法上・私法上の資格の制限
　破産手続開始決定がなされると、弁護士、公認
会計士、税理士、司法書士、行政書士、宅地建物取
引業者、宅地建物取引士、生命保険募集員、損害
保険代理人、警備業者、警備員など、法律上の地
位・資格に基づいて他人の財産の管理に関わる
一定の仕事をする資格が制限されます。これら
の制限は、免責許可決定が確定するとなくなり
ます（復権）。
（２）破産管財人が選任される場合
　破産手続開始決定時に所有していた財産の管
理処分権を失い、管理処分権を破産管財人が持

ちます。また、郵便物が破産管財人に配達され、
破産管財人はこれを開封して確認することがで
きます。宿泊を伴う旅行をし、または転居する場
合は破産管財人の同意が必要になります。これ
らの不利益も、破産手続が終了することによっ
て解消されます。

個人再生
１.  制度の概要
　例えば、500万円の負債を抱えた多重債務者
が、100万円を３年間で返済するという再生計
画を立て、これが裁判所によって認可され、その
とおりに100万円を３年間で支払うと、残額の
400万円の債務が免除される制度です。
　負債総額（ただし、住宅ローン、担保付債権の
うち回収見込額、罰金を除く）が5000万円以下
の個人で、将来において一定の収入の見込みの
ある個人が利用できます。支払不能に陥ってい
なくても、支払不能のおそれがあれば利用でき
ます。
　再生計画が認可されるための最低必要支払額
が細かく定められており、これを原則として３
年間で、特別の事情があれば５年を超えない範
囲で支払う必要があります。
　個人再生には、「小規模個人再生」と「給与所得
者等再生」の２つの手続があります。
２.  小規模個人再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下の個人で、将来において反復または継
続して収入を得る見込みのある個人が利用でき
ます。会社員はもちろん、自営業者や農家でも利
用可能です。
（２） 弁済額が「最低弁済額要件」と「清算価値保
障原則」を満たす必要があります。
①最低弁済額要件
　弁済総額が、次の金額を下回らないことをい
います。
ア　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く

無担保債権の額が3000万円以下の場合
その５分の１と100万円のいずれか多い額
（ただし、無担保債権の額が100万円より少な
いときはその額、５分の１の額が300万円を
超えるときは300万円）
イ　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く
無担保債権の額が3000万円を超え5000
万円以下の場合

　その10分の１の額
②清算価値保障原則
　弁済総額が破産手続の場合の配当額を下回ら
ないことをいいます。
（３） 再生計画案は債権者の書面決議に付せら
れ、同意しない旨を書面で回答した債権者が債
権者総数の半数に満たず、かつ、その債権額が債
権総額の２分の１を超えないこと（債権者の消
極的同意）が必要です。
３.  給与所得者等再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下で、給与またはこれに類する定期的収
入を得る見込みのある個人で、その変動の幅が
小さいと認められる個人が利用できます。年間
の収入の変動の幅が５分の１以内であれば、変
動の幅は小さいと考えられ、サラリーマン、公務
員、年金生活者などが対象となります。
（２） 「最低弁済額要件」「清算価値保障原則」に
加えて「可処分所得要件」を満たす必要がありま
す。これは、弁済総額が「１年間当たりの手取収
入」から「最低限度の生活を維持するために必要
な１年分の費用（最低生活費）」を控除した額の
２倍以上であることをいいます。最低生活費が
生活保護基準をベースとしているため、この要
件を満たす支払いが困難なケースが多くなって
います。
（３） 「小規模個人再生」で求められる債権者の
消極的同意は不要です。
４.  非減免債権
　次の債権は、減免の対象外となります。

①租税・罰金等
②債務者が悪意をもって加えた不法行為に基づ
く損害賠償請求権
③債務者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④債務者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　ここでは、再生手続開始前に調停調書・公正証
書・契約書などに基づいて発生している請求権
で、その支払が滞っているものをいいます。
５.  自己破産との相違点
①「住宅資金特別条項」を利用して、住宅を維持
しながら債務整理ができる可能性がありま
す。これは、住宅ローンを減免の対象としない
で支払いを続ける再生計画案の認可決定を受
けることにより、住宅を維持しながら他の債
務の減免を得る方法です。ローンを支払中の
住宅の維持を希望して利用を求める債務者も
多いですが、細かい要件が定められているの
で注意が必要です。
②浪費・ギャンブルによる債務でも一部につい

債務整理（２）
ー自己破産と個人再生ー
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講座

　今回は、個人の債務者について「自己破産」と
「個人再生」を取り上げます。

自己破産
１.  自己破産とは
　破産とは、債務者が経済的に破綻し、個人の場
合には「支払不能」（その資力をもって弁済期に
あるすべての債務を一般的かつ継続的に弁済す
ることができない状態）になった場合に、原則と
して債務者の生活に欠くことのできないものを
除く財産を換価し、すべての債権者に対して法
律の定めに従って弁済することを目的とする裁
判上の手続です。このうち、債務者自身が申し立
てる場合を「自己破産」といいます。
　「破産手続開始決定」がなされ、「免責許可決
定」が確定すると、一定の債務を除いて支払いを
免れます。
２.  誤解と偏見
　自己破産にはさまざまな誤解や偏見がありま
す。
　「破産をすると給与等の収入は受け取れなく
なるのではないか」「戸籍謄本や住民票に載せら
れ、子どもの就職や結婚に支障が出るのではな
いか」「破産したことが会社に分かり、解雇され
るのではないか」「選挙権、被選挙権などの公民
権が停止されてしまうのではないか」などの懸
念は、いずれも誤解に基づくものです。制度を正
しく理解する必要があります。
３.  換価を要する財産と保有できる財産
　破産手続において換価が必要な財産のことを
「破産財団」といいます。これには、①破産手続開

始決定の時に有している財産と、②破産手続開
始決定前に生じた原因に基づいて行うことがで
きる将来の請求権があります。
　これに対し、換価処分をせずに破産者が保有
できる財産を「自由財産」といいます。法律上の
自由財産は、①新得財産（破産手続開始決定後の
原因に基づいて取得した財産）、②99万円まで
の現金、③差押禁止財産（債務者等の生活に欠く
ことのできない家財、年金受給権など）です。こ
れ以外の財産は換価処分する建前ですが、裁判
所は諸事情を考慮して、自由財産の範囲を拡張
する決定（自由財産拡張の裁判）をすることがで
き、本来は換価の対象となる財産でも保有でき
る場合があります。各地の裁判所では、運用上、
一定の種類と金額の財産を「換価を要しない」と
して、その場合は自由財産拡張の裁判があった
として扱う工夫もしているため、各地の運用を
確認する必要があります。
　破産手続は、法律の定める財産を確保して換
価し、債権者に配当することをめざす手続です。
そのため、例えば、破産者が支払不能になった後
などに、その事情を知っている特定の債権者に
対して弁済をすると、破産管財人はその効力を
否認してこれを取り戻すことがあります。
４.  同時廃止手続と管財手続
　換価すべき財産がある場合、回収すべき債権
がある場合などには破産手続開始決定と同時に
破産管財人が選任されます。破産管財人は、破産
財団に属する財産を換価し、法律の定めに従っ
て債権者に配当します。換価すべき財産が確認
できない場合でも、資産等の調査が必要な場合

岩重 佳治　Iwashige Yoshiharu 弁護士
1958年東京都生まれ。東京弁護士会所属。1997年、弁護士登録。多重債務や子どもの貧困、学費と
奨学金問題に取り組む｡国民生活センター客員講師

多重債務に関連する法律

は たん

て免除が得られます。
　　破産の免責不許可事由がある債務者でも、
債務の一部について免除が受けられます。
　　ただし、給与所得者等再生の場合、破産にお
ける免責許可決定が確定した日、給与所得者
等再生手続の再生計画認可決定が確定した日
などから７年を経過していない場合には、申
立が棄却されます。
③破産者のような公法上・私法上の資格の制限
がありません。
６.  再生計画の履行が困難になった場合の
対処

　やむを得ない事由で再生計画を遂行すること
が著しく困難となった場合、最終弁済期を最長
２年延長して毎回の分割支払額を少なくする
「再生計画の変更」や、再生計画の遂行が極めて
困難になった場合に、その段階で免責決定をし
て以後の支払いをする必要がないようにする
「ハードシップ免責」という救済制度があり、そ
れぞれ要件が定められていますが、事案によっ
ては自己破産への方針変更が必要な場合があり
ます。
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や、免責不許可事由の存在が明らかで裁量免責
についての破産管財人の意見が必要な場合、費
用を捻出できる財産がある場合などには、破産
管財人が選任されることがあります。
　換価すべき財産がなく、そのほかにも管財人
を選任する必要がない場合には、破産手続開始
決定と同時に、破産手続は終了します。これを同
時廃止手続といいます。
５.  免責不許可事由
　破産法は、免責を不許可にできる場合を定め
ており、「免責不許可事由」といいます。これに
は、次のものがあります。
①債権者を害する目的で、財産を隠したり、壊し
たり、債権者に不利益に処分した場合
②浪費やギャンブル等の射倖行為によって、著
しく財産を減少させ、または過大な債務を負
担した場合
③クレジットカードで一定の商品を購入し、そ
の商品をすぐに非常に安い価格で業者などに
転売したり、質入れして現金を取得したよう
な場合
④既に支払不能の状態であるにもかかわらず、
そうでないかのように債権者を信用させて、
さらに金銭を借り入れたような場合
⑤偽りの事実を記載した債権者名簿を裁判所に
提出したり、裁判所が行う調査において、説明
を拒み、または偽りの説明をしたような場合
⑥免責許可申立前７年以内に、免責許可決定を
受けてそれが確定していた場合など
⑦破産法の定める破産者の義務に違反した場合
　免責不許可事由がない場合には、裁判官は免
責許可決定をしなければなりません。
　これに対して、免責不許可事由がある場合に
は、裁判官は免責不許可決定をすることができ
ますが、さまざまな事情を考慮して、裁量で免責
許可決定をすることもできます（裁量免責）。実
際にも、免責不許可事由がある多くのケースで、
手続に誠実に協力していること、既に堅実な経

済生活を営んでいることなどを考慮して、裁量
による免責決定がなされています。ただし、嘘を
つくと厳しい判断を受けるため、正直に申告し、
手続を進めることが大切です。
６.  非免責債権
　免責許可決定を受けても、免責の効果が及ば
ない債権のことを「非免責債権」といいます。こ
れには次のものがあります。
①租税・罰金等
②破産者が悪意（単なる故意ではなく、積極的な
害意）をもって加えた不法行為に基づく損害
賠償請求権
③破産者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④破産者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　破産手続開始前に調停調書・公正証書・契約書
などに基づいて発生している請求権で、その支
払が滞っているものをいいます。
⑤一定の範囲の雇人の給料請求権
⑥破産者が知っていて債権者名簿に記載しな
かった請求権
　ただし、債権者が破産手続の開始を知ってい
た場合を除きます。
７.  破産に伴う不利益
（１）公法上・私法上の資格の制限
　破産手続開始決定がなされると、弁護士、公認
会計士、税理士、司法書士、行政書士、宅地建物取
引業者、宅地建物取引士、生命保険募集員、損害
保険代理人、警備業者、警備員など、法律上の地
位・資格に基づいて他人の財産の管理に関わる
一定の仕事をする資格が制限されます。これら
の制限は、免責許可決定が確定するとなくなり
ます（復権）。
（２）破産管財人が選任される場合
　破産手続開始決定時に所有していた財産の管
理処分権を失い、管理処分権を破産管財人が持

ちます。また、郵便物が破産管財人に配達され、
破産管財人はこれを開封して確認することがで
きます。宿泊を伴う旅行をし、または転居する場
合は破産管財人の同意が必要になります。これ
らの不利益も、破産手続が終了することによっ
て解消されます。

個人再生
１.  制度の概要
　例えば、500万円の負債を抱えた多重債務者
が、100万円を３年間で返済するという再生計
画を立て、これが裁判所によって認可され、その
とおりに100万円を３年間で支払うと、残額の
400万円の債務が免除される制度です。
　負債総額（ただし、住宅ローン、担保付債権の
うち回収見込額、罰金を除く）が5000万円以下
の個人で、将来において一定の収入の見込みの
ある個人が利用できます。支払不能に陥ってい
なくても、支払不能のおそれがあれば利用でき
ます。
　再生計画が認可されるための最低必要支払額
が細かく定められており、これを原則として３
年間で、特別の事情があれば５年を超えない範
囲で支払う必要があります。
　個人再生には、「小規模個人再生」と「給与所得
者等再生」の２つの手続があります。
２.  小規模個人再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下の個人で、将来において反復または継
続して収入を得る見込みのある個人が利用でき
ます。会社員はもちろん、自営業者や農家でも利
用可能です。
（２） 弁済額が「最低弁済額要件」と「清算価値保
障原則」を満たす必要があります。
①最低弁済額要件
　弁済総額が、次の金額を下回らないことをい
います。
ア　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く

無担保債権の額が3000万円以下の場合
その５分の１と100万円のいずれか多い額
（ただし、無担保債権の額が100万円より少な
いときはその額、５分の１の額が300万円を
超えるときは300万円）
イ　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く
無担保債権の額が3000万円を超え5000
万円以下の場合

　その10分の１の額
②清算価値保障原則
　弁済総額が破産手続の場合の配当額を下回ら
ないことをいいます。
（３） 再生計画案は債権者の書面決議に付せら
れ、同意しない旨を書面で回答した債権者が債
権者総数の半数に満たず、かつ、その債権額が債
権総額の２分の１を超えないこと（債権者の消
極的同意）が必要です。
３.  給与所得者等再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下で、給与またはこれに類する定期的収
入を得る見込みのある個人で、その変動の幅が
小さいと認められる個人が利用できます。年間
の収入の変動の幅が５分の１以内であれば、変
動の幅は小さいと考えられ、サラリーマン、公務
員、年金生活者などが対象となります。
（２） 「最低弁済額要件」「清算価値保障原則」に
加えて「可処分所得要件」を満たす必要がありま
す。これは、弁済総額が「１年間当たりの手取収
入」から「最低限度の生活を維持するために必要
な１年分の費用（最低生活費）」を控除した額の
２倍以上であることをいいます。最低生活費が
生活保護基準をベースとしているため、この要
件を満たす支払いが困難なケースが多くなって
います。
（３） 「小規模個人再生」で求められる債権者の
消極的同意は不要です。
４.  非減免債権
　次の債権は、減免の対象外となります。

①租税・罰金等
②債務者が悪意をもって加えた不法行為に基づ
く損害賠償請求権
③債務者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④債務者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　ここでは、再生手続開始前に調停調書・公正証
書・契約書などに基づいて発生している請求権
で、その支払が滞っているものをいいます。
５.  自己破産との相違点
①「住宅資金特別条項」を利用して、住宅を維持
しながら債務整理ができる可能性がありま
す。これは、住宅ローンを減免の対象としない
で支払いを続ける再生計画案の認可決定を受
けることにより、住宅を維持しながら他の債
務の減免を得る方法です。ローンを支払中の
住宅の維持を希望して利用を求める債務者も
多いですが、細かい要件が定められているの
で注意が必要です。
②浪費・ギャンブルによる債務でも一部につい

誌上法学講座

　今回は、個人の債務者について「自己破産」と
「個人再生」を取り上げます。

自己破産
１.  自己破産とは
　破産とは、債務者が経済的に破綻し、個人の場
合には「支払不能」（その資力をもって弁済期に
あるすべての債務を一般的かつ継続的に弁済す
ることができない状態）になった場合に、原則と
して債務者の生活に欠くことのできないものを
除く財産を換価し、すべての債権者に対して法
律の定めに従って弁済することを目的とする裁
判上の手続です。このうち、債務者自身が申し立
てる場合を「自己破産」といいます。
　「破産手続開始決定」がなされ、「免責許可決
定」が確定すると、一定の債務を除いて支払いを
免れます。
２.  誤解と偏見
　自己破産にはさまざまな誤解や偏見がありま
す。
　「破産をすると給与等の収入は受け取れなく
なるのではないか」「戸籍謄本や住民票に載せら
れ、子どもの就職や結婚に支障が出るのではな
いか」「破産したことが会社に分かり、解雇され
るのではないか」「選挙権、被選挙権などの公民
権が停止されてしまうのではないか」などの懸
念は、いずれも誤解に基づくものです。制度を正
しく理解する必要があります。
３.  換価を要する財産と保有できる財産
　破産手続において換価が必要な財産のことを
「破産財団」といいます。これには、①破産手続開

始決定の時に有している財産と、②破産手続開
始決定前に生じた原因に基づいて行うことがで
きる将来の請求権があります。
　これに対し、換価処分をせずに破産者が保有
できる財産を「自由財産」といいます。法律上の
自由財産は、①新得財産（破産手続開始決定後の
原因に基づいて取得した財産）、②99万円まで
の現金、③差押禁止財産（債務者等の生活に欠く
ことのできない家財、年金受給権など）です。こ
れ以外の財産は換価処分する建前ですが、裁判
所は諸事情を考慮して、自由財産の範囲を拡張
する決定（自由財産拡張の裁判）をすることがで
き、本来は換価の対象となる財産でも保有でき
る場合があります。各地の裁判所では、運用上、
一定の種類と金額の財産を「換価を要しない」と
して、その場合は自由財産拡張の裁判があった
として扱う工夫もしているため、各地の運用を
確認する必要があります。
　破産手続は、法律の定める財産を確保して換
価し、債権者に配当することをめざす手続です。
そのため、例えば、破産者が支払不能になった後
などに、その事情を知っている特定の債権者に
対して弁済をすると、破産管財人はその効力を
否認してこれを取り戻すことがあります。
４.  同時廃止手続と管財手続
　換価すべき財産がある場合、回収すべき債権
がある場合などには破産手続開始決定と同時に
破産管財人が選任されます。破産管財人は、破産
財団に属する財産を換価し、法律の定めに従っ
て債権者に配当します。換価すべき財産が確認
できない場合でも、資産等の調査が必要な場合

うそ

しゃこう

て免除が得られます。
　　破産の免責不許可事由がある債務者でも、
債務の一部について免除が受けられます。
　　ただし、給与所得者等再生の場合、破産にお
ける免責許可決定が確定した日、給与所得者
等再生手続の再生計画認可決定が確定した日
などから７年を経過していない場合には、申
立が棄却されます。
③破産者のような公法上・私法上の資格の制限
がありません。
６.  再生計画の履行が困難になった場合の
対処

　やむを得ない事由で再生計画を遂行すること
が著しく困難となった場合、最終弁済期を最長
２年延長して毎回の分割支払額を少なくする
「再生計画の変更」や、再生計画の遂行が極めて
困難になった場合に、その段階で免責決定をし
て以後の支払いをする必要がないようにする
「ハードシップ免責」という救済制度があり、そ
れぞれ要件が定められていますが、事案によっ
ては自己破産への方針変更が必要な場合があり
ます。
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や、免責不許可事由の存在が明らかで裁量免責
についての破産管財人の意見が必要な場合、費
用を捻出できる財産がある場合などには、破産
管財人が選任されることがあります。
　換価すべき財産がなく、そのほかにも管財人
を選任する必要がない場合には、破産手続開始
決定と同時に、破産手続は終了します。これを同
時廃止手続といいます。
５.  免責不許可事由
　破産法は、免責を不許可にできる場合を定め
ており、「免責不許可事由」といいます。これに
は、次のものがあります。
①債権者を害する目的で、財産を隠したり、壊し
たり、債権者に不利益に処分した場合
②浪費やギャンブル等の射倖行為によって、著
しく財産を減少させ、または過大な債務を負
担した場合
③クレジットカードで一定の商品を購入し、そ
の商品をすぐに非常に安い価格で業者などに
転売したり、質入れして現金を取得したよう
な場合
④既に支払不能の状態であるにもかかわらず、
そうでないかのように債権者を信用させて、
さらに金銭を借り入れたような場合
⑤偽りの事実を記載した債権者名簿を裁判所に
提出したり、裁判所が行う調査において、説明
を拒み、または偽りの説明をしたような場合
⑥免責許可申立前７年以内に、免責許可決定を
受けてそれが確定していた場合など
⑦破産法の定める破産者の義務に違反した場合
　免責不許可事由がない場合には、裁判官は免
責許可決定をしなければなりません。
　これに対して、免責不許可事由がある場合に
は、裁判官は免責不許可決定をすることができ
ますが、さまざまな事情を考慮して、裁量で免責
許可決定をすることもできます（裁量免責）。実
際にも、免責不許可事由がある多くのケースで、
手続に誠実に協力していること、既に堅実な経

済生活を営んでいることなどを考慮して、裁量
による免責決定がなされています。ただし、嘘を
つくと厳しい判断を受けるため、正直に申告し、
手続を進めることが大切です。
６.  非免責債権
　免責許可決定を受けても、免責の効果が及ば
ない債権のことを「非免責債権」といいます。こ
れには次のものがあります。
①租税・罰金等
②破産者が悪意（単なる故意ではなく、積極的な
害意）をもって加えた不法行為に基づく損害
賠償請求権
③破産者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④破産者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　破産手続開始前に調停調書・公正証書・契約書
などに基づいて発生している請求権で、その支
払が滞っているものをいいます。
⑤一定の範囲の雇人の給料請求権
⑥破産者が知っていて債権者名簿に記載しな
かった請求権
　ただし、債権者が破産手続の開始を知ってい
た場合を除きます。
７.  破産に伴う不利益
（１）公法上・私法上の資格の制限
　破産手続開始決定がなされると、弁護士、公認
会計士、税理士、司法書士、行政書士、宅地建物取
引業者、宅地建物取引士、生命保険募集員、損害
保険代理人、警備業者、警備員など、法律上の地
位・資格に基づいて他人の財産の管理に関わる
一定の仕事をする資格が制限されます。これら
の制限は、免責許可決定が確定するとなくなり
ます（復権）。
（２）破産管財人が選任される場合
　破産手続開始決定時に所有していた財産の管
理処分権を失い、管理処分権を破産管財人が持

ちます。また、郵便物が破産管財人に配達され、
破産管財人はこれを開封して確認することがで
きます。宿泊を伴う旅行をし、または転居する場
合は破産管財人の同意が必要になります。これ
らの不利益も、破産手続が終了することによっ
て解消されます。

個人再生
１.  制度の概要
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が、100万円を３年間で返済するという再生計
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とおりに100万円を３年間で支払うと、残額の
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自由財産は、①新得財産（破産手続開始決定後の
原因に基づいて取得した財産）、②99万円まで
の現金、③差押禁止財産（債務者等の生活に欠く
ことのできない家財、年金受給権など）です。こ
れ以外の財産は換価処分する建前ですが、裁判
所は諸事情を考慮して、自由財産の範囲を拡張
する決定（自由財産拡張の裁判）をすることがで
き、本来は換価の対象となる財産でも保有でき
る場合があります。各地の裁判所では、運用上、
一定の種類と金額の財産を「換価を要しない」と
して、その場合は自由財産拡張の裁判があった
として扱う工夫もしているため、各地の運用を
確認する必要があります。
　破産手続は、法律の定める財産を確保して換
価し、債権者に配当することをめざす手続です。
そのため、例えば、破産者が支払不能になった後
などに、その事情を知っている特定の債権者に
対して弁済をすると、破産管財人はその効力を
否認してこれを取り戻すことがあります。
４.  同時廃止手続と管財手続
　換価すべき財産がある場合、回収すべき債権
がある場合などには破産手続開始決定と同時に
破産管財人が選任されます。破産管財人は、破産
財団に属する財産を換価し、法律の定めに従っ
て債権者に配当します。換価すべき財産が確認
できない場合でも、資産等の調査が必要な場合

て免除が得られます。
　　破産の免責不許可事由がある債務者でも、
債務の一部について免除が受けられます。
　　ただし、給与所得者等再生の場合、破産にお
ける免責許可決定が確定した日、給与所得者
等再生手続の再生計画認可決定が確定した日
などから７年を経過していない場合には、申
立が棄却されます。
③破産者のような公法上・私法上の資格の制限
がありません。
６.  再生計画の履行が困難になった場合の
対処

　やむを得ない事由で再生計画を遂行すること
が著しく困難となった場合、最終弁済期を最長
２年延長して毎回の分割支払額を少なくする
「再生計画の変更」や、再生計画の遂行が極めて
困難になった場合に、その段階で免責決定をし
て以後の支払いをする必要がないようにする
「ハードシップ免責」という救済制度があり、そ
れぞれ要件が定められていますが、事案によっ
ては自己破産への方針変更が必要な場合があり
ます。
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や、免責不許可事由の存在が明らかで裁量免責
についての破産管財人の意見が必要な場合、費
用を捻出できる財産がある場合などには、破産
管財人が選任されることがあります。
　換価すべき財産がなく、そのほかにも管財人
を選任する必要がない場合には、破産手続開始
決定と同時に、破産手続は終了します。これを同
時廃止手続といいます。
５.  免責不許可事由
　破産法は、免責を不許可にできる場合を定め
ており、「免責不許可事由」といいます。これに
は、次のものがあります。
①債権者を害する目的で、財産を隠したり、壊し
たり、債権者に不利益に処分した場合
②浪費やギャンブル等の射倖行為によって、著
しく財産を減少させ、または過大な債務を負
担した場合
③クレジットカードで一定の商品を購入し、そ
の商品をすぐに非常に安い価格で業者などに
転売したり、質入れして現金を取得したよう
な場合
④既に支払不能の状態であるにもかかわらず、
そうでないかのように債権者を信用させて、
さらに金銭を借り入れたような場合
⑤偽りの事実を記載した債権者名簿を裁判所に
提出したり、裁判所が行う調査において、説明
を拒み、または偽りの説明をしたような場合
⑥免責許可申立前７年以内に、免責許可決定を
受けてそれが確定していた場合など
⑦破産法の定める破産者の義務に違反した場合
　免責不許可事由がない場合には、裁判官は免
責許可決定をしなければなりません。
　これに対して、免責不許可事由がある場合に
は、裁判官は免責不許可決定をすることができ
ますが、さまざまな事情を考慮して、裁量で免責
許可決定をすることもできます（裁量免責）。実
際にも、免責不許可事由がある多くのケースで、
手続に誠実に協力していること、既に堅実な経

済生活を営んでいることなどを考慮して、裁量
による免責決定がなされています。ただし、嘘を
つくと厳しい判断を受けるため、正直に申告し、
手続を進めることが大切です。
６.  非免責債権
　免責許可決定を受けても、免責の効果が及ば
ない債権のことを「非免責債権」といいます。こ
れには次のものがあります。
①租税・罰金等
②破産者が悪意（単なる故意ではなく、積極的な
害意）をもって加えた不法行為に基づく損害
賠償請求権
③破産者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④破産者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　破産手続開始前に調停調書・公正証書・契約書
などに基づいて発生している請求権で、その支
払が滞っているものをいいます。
⑤一定の範囲の雇人の給料請求権
⑥破産者が知っていて債権者名簿に記載しな
かった請求権
　ただし、債権者が破産手続の開始を知ってい
た場合を除きます。
７.  破産に伴う不利益
（１）公法上・私法上の資格の制限
　破産手続開始決定がなされると、弁護士、公認
会計士、税理士、司法書士、行政書士、宅地建物取
引業者、宅地建物取引士、生命保険募集員、損害
保険代理人、警備業者、警備員など、法律上の地
位・資格に基づいて他人の財産の管理に関わる
一定の仕事をする資格が制限されます。これら
の制限は、免責許可決定が確定するとなくなり
ます（復権）。
（２）破産管財人が選任される場合
　破産手続開始決定時に所有していた財産の管
理処分権を失い、管理処分権を破産管財人が持

ちます。また、郵便物が破産管財人に配達され、
破産管財人はこれを開封して確認することがで
きます。宿泊を伴う旅行をし、または転居する場
合は破産管財人の同意が必要になります。これ
らの不利益も、破産手続が終了することによっ
て解消されます。

個人再生
１.  制度の概要
　例えば、500万円の負債を抱えた多重債務者
が、100万円を３年間で返済するという再生計
画を立て、これが裁判所によって認可され、その
とおりに100万円を３年間で支払うと、残額の
400万円の債務が免除される制度です。
　負債総額（ただし、住宅ローン、担保付債権の
うち回収見込額、罰金を除く）が5000万円以下
の個人で、将来において一定の収入の見込みの
ある個人が利用できます。支払不能に陥ってい
なくても、支払不能のおそれがあれば利用でき
ます。
　再生計画が認可されるための最低必要支払額
が細かく定められており、これを原則として３
年間で、特別の事情があれば５年を超えない範
囲で支払う必要があります。
　個人再生には、「小規模個人再生」と「給与所得
者等再生」の２つの手続があります。
２.  小規模個人再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下の個人で、将来において反復または継
続して収入を得る見込みのある個人が利用でき
ます。会社員はもちろん、自営業者や農家でも利
用可能です。
（２） 弁済額が「最低弁済額要件」と「清算価値保
障原則」を満たす必要があります。
①最低弁済額要件
　弁済総額が、次の金額を下回らないことをい
います。
ア　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く

無担保債権の額が3000万円以下の場合
その５分の１と100万円のいずれか多い額
（ただし、無担保債権の額が100万円より少な
いときはその額、５分の１の額が300万円を
超えるときは300万円）
イ　手続の中で確定した住宅ローンなどを除く
無担保債権の額が3000万円を超え5000
万円以下の場合

　その10分の１の額
②清算価値保障原則
　弁済総額が破産手続の場合の配当額を下回ら
ないことをいいます。
（３） 再生計画案は債権者の書面決議に付せら
れ、同意しない旨を書面で回答した債権者が債
権者総数の半数に満たず、かつ、その債権額が債
権総額の２分の１を超えないこと（債権者の消
極的同意）が必要です。
３.  給与所得者等再生
（１） 住宅ローンなどを除く無担保債務が5000
万円以下で、給与またはこれに類する定期的収
入を得る見込みのある個人で、その変動の幅が
小さいと認められる個人が利用できます。年間
の収入の変動の幅が５分の１以内であれば、変
動の幅は小さいと考えられ、サラリーマン、公務
員、年金生活者などが対象となります。
（２） 「最低弁済額要件」「清算価値保障原則」に
加えて「可処分所得要件」を満たす必要がありま
す。これは、弁済総額が「１年間当たりの手取収
入」から「最低限度の生活を維持するために必要
な１年分の費用（最低生活費）」を控除した額の
２倍以上であることをいいます。最低生活費が
生活保護基準をベースとしているため、この要
件を満たす支払いが困難なケースが多くなって
います。
（３） 「小規模個人再生」で求められる債権者の
消極的同意は不要です。
４.  非減免債権
　次の債権は、減免の対象外となります。

①租税・罰金等
②債務者が悪意をもって加えた不法行為に基づ
く損害賠償請求権
③債務者が故意または重大な過失により加え
た、人の生命・身体を害する不法行為に基づく
損害賠償請求権
④債務者が養育者または扶養義務者として負担
すべき費用に関する請求権
　ここでは、再生手続開始前に調停調書・公正証
書・契約書などに基づいて発生している請求権
で、その支払が滞っているものをいいます。
５.  自己破産との相違点
①「住宅資金特別条項」を利用して、住宅を維持
しながら債務整理ができる可能性がありま
す。これは、住宅ローンを減免の対象としない
で支払いを続ける再生計画案の認可決定を受
けることにより、住宅を維持しながら他の債
務の減免を得る方法です。ローンを支払中の
住宅の維持を希望して利用を求める債務者も
多いですが、細かい要件が定められているの
で注意が必要です。
②浪費・ギャンブルによる債務でも一部につい

誌上法学講座

　今回は、個人の債務者について「自己破産」と
「個人再生」を取り上げます。

自己破産
１.  自己破産とは
　破産とは、債務者が経済的に破綻し、個人の場
合には「支払不能」（その資力をもって弁済期に
あるすべての債務を一般的かつ継続的に弁済す
ることができない状態）になった場合に、原則と
して債務者の生活に欠くことのできないものを
除く財産を換価し、すべての債権者に対して法
律の定めに従って弁済することを目的とする裁
判上の手続です。このうち、債務者自身が申し立
てる場合を「自己破産」といいます。
　「破産手続開始決定」がなされ、「免責許可決
定」が確定すると、一定の債務を除いて支払いを
免れます。
２.  誤解と偏見
　自己破産にはさまざまな誤解や偏見がありま
す。
　「破産をすると給与等の収入は受け取れなく
なるのではないか」「戸籍謄本や住民票に載せら
れ、子どもの就職や結婚に支障が出るのではな
いか」「破産したことが会社に分かり、解雇され
るのではないか」「選挙権、被選挙権などの公民
権が停止されてしまうのではないか」などの懸
念は、いずれも誤解に基づくものです。制度を正
しく理解する必要があります。
３.  換価を要する財産と保有できる財産
　破産手続において換価が必要な財産のことを
「破産財団」といいます。これには、①破産手続開

始決定の時に有している財産と、②破産手続開
始決定前に生じた原因に基づいて行うことがで
きる将来の請求権があります。
　これに対し、換価処分をせずに破産者が保有
できる財産を「自由財産」といいます。法律上の
自由財産は、①新得財産（破産手続開始決定後の
原因に基づいて取得した財産）、②99万円まで
の現金、③差押禁止財産（債務者等の生活に欠く
ことのできない家財、年金受給権など）です。こ
れ以外の財産は換価処分する建前ですが、裁判
所は諸事情を考慮して、自由財産の範囲を拡張
する決定（自由財産拡張の裁判）をすることがで
き、本来は換価の対象となる財産でも保有でき
る場合があります。各地の裁判所では、運用上、
一定の種類と金額の財産を「換価を要しない」と
して、その場合は自由財産拡張の裁判があった
として扱う工夫もしているため、各地の運用を
確認する必要があります。
　破産手続は、法律の定める財産を確保して換
価し、債権者に配当することをめざす手続です。
そのため、例えば、破産者が支払不能になった後
などに、その事情を知っている特定の債権者に
対して弁済をすると、破産管財人はその効力を
否認してこれを取り戻すことがあります。
４.  同時廃止手続と管財手続
　換価すべき財産がある場合、回収すべき債権
がある場合などには破産手続開始決定と同時に
破産管財人が選任されます。破産管財人は、破産
財団に属する財産を換価し、法律の定めに従っ
て債権者に配当します。換価すべき財産が確認
できない場合でも、資産等の調査が必要な場合

て免除が得られます。
　　破産の免責不許可事由がある債務者でも、
債務の一部について免除が受けられます。
　　ただし、給与所得者等再生の場合、破産にお
ける免責許可決定が確定した日、給与所得者
等再生手続の再生計画認可決定が確定した日
などから７年を経過していない場合には、申
立が棄却されます。
③破産者のような公法上・私法上の資格の制限
がありません。
６.  再生計画の履行が困難になった場合の
対処

　やむを得ない事由で再生計画を遂行すること
が著しく困難となった場合、最終弁済期を最長
２年延長して毎回の分割支払額を少なくする
「再生計画の変更」や、再生計画の遂行が極めて
困難になった場合に、その段階で免責決定をし
て以後の支払いをする必要がないようにする
「ハードシップ免責」という救済制度があり、そ
れぞれ要件が定められていますが、事案によっ
ては自己破産への方針変更が必要な場合があり
ます。
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